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福岡障害者職業センター独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構福岡支部

◉こんな心配や悩みをお持ちの方に、ご利用いただいています

（ジョブコーチ支援計画に基づいて支援）

どんな仕事をしてもらえばよいのだろう？

一緒に働く方がどのように指導したらよいか不
安に感じているのだが？

うまく仕事ができるだろうか？

最近遅刻や欠勤が目立つが、何かあったのだろ
うか？

人間関係にうまく対応しているだろうか？

作業内容を職場の方と一緒に検討し、作業スケ
ジュールの提案等を行います。

障害の特性、接し方について説明します。また、ジョブ
コーチが一緒に作業を行いながらアドバイスします。

ご本人の特性を踏まえて、マニュアルや補助具
を作っていきます。

家庭や支援者と連携しながら、職場定着に向け
ての支援を行います。

職場でのコミュニケーションの方法や人間関係
の作り方を支援します。

対象者支援
◯作業手順の習得
◯職場でのコミュニケーション
　の習得
◯健康管理等

事業主支援
◯障害特性に応じた
　仕事内容の設定
◯障害特性に応じた
　雇用管理の方法等

家族支援
◯安定した職業生活を
　支えるための事業所
　との関わり方等

ジョブコーチ支援とは…

支 援 内 容…

カウンセラー＆ジョブコーチ

　障害のある方が職場にスムーズに適応できるよう、障害者職業カウンセラーが策定し
た支援計画に基づいて職場にジョブコーチを派遣し、障害のある方や事業主の方に対し
て職場適応に必要な支援を行います。例えば、障害のある方には、スムーズな作業習得
のための支援、事業主に対しては、仕事内容の設定や障害特性に応じた雇用管理につい
ての助言等を行います。
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サービス地域は福岡・筑豊・筑後地域です。 サービス地域は北九州・京築地域です。

ジョブコーチ支援の期間と流れ…

支援のタイミング…

○個別に必要な期間を設定し、支援を行います（標準1～3ヶ月）。

○事業所の支援体制を整備し、障害者の職場定着を図ることが目的です。ジョブコーチから事業所の担当

　者に徐々に、支援の主体を移行していきます。

○支援終了後も、必要なフォローアップを行います。

そ　の　他…
•障害者職業センター又は社会福祉法人等からジョブコーチが派遣されます。

•ジョブコーチの派遣に当たって、対象者及び事業所の費用負担はありません。

•雇用前支援は、雇用契約前の職場実習であり、対象者に対する賃金等の支給はありません。

•事業所に対して、各種助成金制度活用について、併せてご相談をお受けいたします。

事前準備

随時

独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構福岡支部
Japan Organization for Employment of the Elderly and Persons with Disabilities(JEED)

＜問い合わせ先＞

①雇用前の職場実習（雇用前支援）を設定し、支援を開始

②雇用と同時に支援を開始

③雇用後に、何らかの課題等が生じた時点で支援を開始

雇　

用

集中支援

週2～3回程度

移行支援

週1回～2週間に1回程度

フォローアップ

月1回～数ヶ月に1回程度

対象者（家族）、事
業所から状況を確
認し、支援に向け
た準備

職場適応上の課題
を整理し、改善や
向上に向けて集中
的に支援

支援方法を事業所
の担当者に伝達
し、支援の主体を
徐々に職場に移行

支援体制の状況や
新たな課題等の確
認


